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○ 当社は、平成24年11月27日に規制部門で8.51％の値上げ認可申請をさせていただいておりました。 （自由化部
門は14.22％〔規制・自由化合計で11.26％〕）

○ その後、経済産業省の「電気料金審査専門委員会」及び新たに消費者委員会の下に設置された「家庭用電気
料金値上げ認可申請に関する調査会」での審議、経済産業省と消費者庁との協議、「物価問題に関する関係閣
僚会議」を経て、平成25年３月29日に当社の申請に係る「査定方針」が示され、経済産業省から申請原価に対
する修正指示をいただきました。

○ ４月２日、この指示内容を反映した料金原価を経済産業大臣へ再申請し、同日、平成25年５月１日から、規制部
門で6.23％の値上げをお願いさせていただく旨の認可をいただきました。（自由化部門は11.94％〔規制・自由化
合計で8.98％〕）

料金値上げの概要

認可原価

13,454億円
（15.80円/kWh）

改定前収入

〔認可原価と改定前収入の差〕

14,663億円
（17.22円/kWh）

：燃料費・購入電力料

：事業報酬

：減価償却費

：修繕費

：人件費

：その他
（公租公課・その他経費・控除収益等）

：改定前収入

：修正額

収入不足額

1,209億円
（1.42円/kWh）

修正額
▲307億円


